
 

岩倉市介護施設等整備事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護施設、地域介護拠点等（以下「介護施設等」と

いう。）の整備及び開設時からの質の高いサービスを提供するための体制

整備並びに既存の介護施設の改修等を支援することにより、地域の実情

に応じた介護サービス提供体制の整備を推進することを目的に予算の範

囲内で交付する岩倉市介護施設等整備事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業者） 

第２条 補助金の対象者（以下「補助対象事業者」という。）は、次条に規

定する施設を本市において設置運営する法人である民間事業者とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる経費は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、

当該各号に定める経費とする。 

(1) 介護施設等の施設開設準備経費支援事業 次に定める介護施設等の

整備において、開設時（改築による再開設時を含む。）又は既存施設

の増床、訪問看護ステーションの大規模化（緊急時訪問看護の体制整

備及びサービス提供範囲の拡大を目的に、訪問看護事業所の看護職員

及び事務職員を増やすこと等をいう。）若しくはサテライト型事業所

の設置の際に必要な初度経費（設備整備に係る経費、職員訓練期間中

の雇上げ（最大６ヶ月間）に係る経費、職員募集に係る経費、開設の

ための普及啓発に係る経費等をいう。）とする。 

ア  訪問看護ステーション（大規模化又はサテライト型事業所の設

置） 

イ  定員２９人以下の次の施設 

(ｱ) 地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ

用居室 

(ｲ) 小規模介護老人保健施設 

(ｳ) 小規模介護医療院 

(ｴ) 小規模ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるも

の） 

(ｵ) 認知症高齢者グループホーム 



 

(ｶ) 小規模多機能型居宅介護事業所 

(ｷ) 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

(ｸ) 小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高

齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受ける

もの） 

(ｹ) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

(ｺ) 都市型軽費老人ホーム（定員２０人以下のものに限る。） 

(ｻ) 小規模養護老人ホーム（定員２９人以下のものに限る。） 

(ｼ) 介護関連施設等に雇用される介護職員等のための施設内保育施

設（設置事業者は特別養護老人ホーム、介護老人保健施設又は特

定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハウス及び有料老人

ホームの事業者に限る。いずれも定員２９人以下の施設を含む。） 

(2) 介護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの

導入支援事業  次に定める介護施設等において、施設の一部改修（一

定年数(おおむね１０年とする。以下同じ。)を経過して使用に堪えな

くなり、改修が必要となった浴室、食堂等の改修工事及び外壁、屋上

等の防水工事等施設の改修工事をいう。）又は施設の付帯設備の改造

（一定年数を経過して使用に耐えなくなり、改修が必要となった給排

水設備、電気設備、ガス設備、消防用設備等付帯設備の改造工事をい

う。）を実施する際に、平成２６年９月１２日付け厚生労働省医政局

長・老健局長・保険局長通知「医療介護提供体制改革推進交付金、地

域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付

金の運営について」の別紙「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」

別記２の（３２）の介護ロボット導入支援事業及びＩＣＴ導入支援事

業において対象となっている機器等を導入するために必要な経費（介

護ロボット・ＩＣＴ以外の設備整備に係る経費、職員訓練期間中の雇

上げ（最大６ヶ月間）に係る経費、職員募集に係る経費、開設のため

の普及啓発に係る経費等を除く。）とする。 

ア 定員３０人以上の次の施設 

(ｱ) 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 

(ｲ) 介護老人保健施設 

(ｳ) 介護医療院 

(ｴ) ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 



 

(ｵ) 養護老人ホーム 

(ｶ) 介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け

住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 

  イ 前号イに掲げる施設 

 (3) 介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

次のア及びイに掲げる事業の区分に応じ、それぞれア及びイに定める

経費とする。 

ア 介護施設等における簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業 

新型コロナウイルス感染症の二次感染リスクを低減させるため、次

に定める介護施設等（イ(ｱ)から(ｳ)までにおいて「特別養護老人ホ

ーム等」という。）において、ウイルスが外に漏れないよう気圧を

低くした陰圧室にするための陰圧装置を据えるとともに、簡易的な

ダクト工事等を行う事業に要する経費 

(ｱ) 特別養護老人ホーム 

(ｲ) 介護老人保健施設 

(ｳ) 介護医療院又は介護療養型医療施設 

(ｴ) 養護老人ホーム 

(ｵ) 軽費老人ホーム 

(ｶ) 認知症高齢者グループホーム 

(ｷ) 小規模多機能型居宅介護事業所 

(ｸ) 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

(ｹ) 有料老人ホーム 

(ｺ) サービス付き高齢者向け住宅 

(ｻ) 短期入所生活介護事業所又は短期入所療養介護事業所 

(ｼ) 生活支援ハウス 

イ 介護施設等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

のためのゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業 次の(ｱ)か

ら(ｳ)までに掲げる事業の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｳ)までに

定める経費 

(ｱ) ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置によるゾーニング

経費支援事業 ユニット型である特別養護老人ホーム等におい

て、各ユニットの共同生活室の入口に玄関室を設置する等により、

消毒、防護服の着脱等を行うためのスペースを設置するための事



 

業に要する経費 

(ｲ) 従来型個室・多床室のゾーニング経費支援事業 従来型個室又

は多床室である特別養護老人ホーム等について、新型コロナウイ

ルス感染症が発生した際に感染者と非感染者の動線を分離する

ことを目的として行う従来型個室又は多床室の改修を行う事業

に要する経費 

(ｳ) 家族面会室の整備等経費支援事業 特別養護老人ホーム等にお

いて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止しつつ家族と

の面会を実施するために必要な家族面会室を整備（２方向から出

入りできる家族面会室の設置の他、家族面会室の複数設置や拡張、

家族面会室における簡易陰圧装置・換気設備の設置、家族面会室

の入口に消毒等を行う玄関室の設置、家族面会室がない場合の新

規整備等）するための事業に要する経費 

２ 次の各号のいずれにも該当する場合は、前項第１号中「開設時（改築

による再開設時を含む。）」とあるのは、「開設時（改築による再開設時及

び災害復旧時（再開設時）を含む。）」とする。この場合においては、新

規開設時に同号に規定する事業として補助金の交付を受けている介護施

設等であっても、災害復旧時にあたっては、補助の対象とする。 

 (1) 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和 

３７年法律第１５０号）第２条に基づき激甚災害として指定されてい

る災害により被災した介護施設等であること。 

(2) 暴風、洪水、高潮、地震その他の異常な天然現象により、建物が倒

壊、水没その他の全壊、大規模半壊又は半壊（原則として、罹災証明

書が交付されるものに限る。）の状態となり、かつ、既存施設を休止

し、施設を再び開設する場合を目安として、市がこれと同程度と認め

る場合であること。 

(3) 施設・事業所単位でみたときに、他の補助金等により設備の災害復

旧の補助を受けていないこと。ただし、法人単位でみたときに、他の

補助金と組み合わせて補助を受けることは可能とする。 

（補助対象外費用） 

第４条 前条の規定に関わらず、次に掲げる場合は、補助金の対象としな

いものとする。 

 (1) 既に実施している事業である場合 



 

(2) 前条第１項第１号及び第２号に掲げる事業にあっては、地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）に定める地方公務員の給与に充てる

場合 

(3) 他の公費負担（補助）制度により現に当該事業の経費の一部を負担

し、又は補助している事業である場合 

（交付額の算定方法） 

第５条 補助金の交付額は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

(1) 第３条第１項第１号及び第２号に掲げる事業 別表第１の補助対象

事業者欄に定める介護施設等ごとに、補助基準単価欄に定める単価に

単位欄に定める数を乗じて得た額又は対象経費欄に定める実支出額

の合計額から寄付金その他の収入を控除した額のいずれか少ない額 

(2) 第３条第１項第３号に掲げる事業 別表第２の補助対象事業欄に定

める事業ごとに、補助基準単価欄に定める単価に単位欄に定める数を

乗じて得た額又は対象経費欄に定める実支出額の合計額から寄付金

その他の収入を控除した額のいずれか少ない額 

２ 前項に規定する額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを

切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、別に

指示する期日までに介護施設等整備事業費補助金交付申請書（様式第１）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（別紙１） 

(2) 申請額算出内訳書（別紙２） 

(3) 収支予算書（別紙３） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、介護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロボット・

ＩＣＴの導入支援事業（介護ロボット導入支援事業に限る。）を実施する

場合は、介護ロボット導入計画を策定し、市長に提出しなければならな

い。この場合において、当該計画の策定については、令和２年４月１４

日付け老高発０４１４第１号・老振発０４１４第１号厚生労働省老健局

高齢者支援課長・振興課長通知「地域医療介護総合確保基金（介護従事

者の確保に関する事業）における「管理者等に対する雇用管理改善方策



 

普及・促進事業」の実施について」の別紙１を準用する。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金

を交付することが適当と認めたときは、介護施設等整備事業費補助金交

付決定通知書（様式第２）により申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第８条 この補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 

(1) 補助金の交付を受ける事業（以下「補助事業」という。）の内容を変

更（軽微な変更を除く。）する場合には、市長の承認を受けなければ

ならない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止（一部の中止、又は廃止を含む。）をす

る場合は、市長の承認を受けなければならない。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難になった

場合は、速やかに市長に報告をしてその指示を受けなければならない。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が３００，０００

円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐用年数を経過

するまで、市長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は

廃棄してはならない。 

(5) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

(6) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助

事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとと

もに、その効率的な運用を図らなければならない。 

(7) 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕

入控除税額が０円の場合を含む。）には、速やかに市長に報告しなけ

ればならない。また、この補助金に係る仕入控除税額があることが確

定した場合には、当該仕入控除税額を市に納付しなければならない。

なお、補助対象事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は

一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行

わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行



 

っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行

うこと。 

(8) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を

補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなけ

ればならない。 

(9) 補助対象事業者は、補助事業を行うために締結する契約の相手方及

びその関係者から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、

共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

(10) 補助対象事業者は、補助事業を行うために建設工事の完成を目的と

して締結するいかなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一

括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。 

(11) 補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付

する等市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

(12) 交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその額を超え

る補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分に

ついて市に納付しなければならない。 

(13) 補助対象事業者が前各号の規定により付された条件に違反した場

合には、この補助金の全部又は一部を市に納付させることがある。 

(14) 補助金の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはなら

ない。 

（事業内容の変更等） 

第９条 第７条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「交

付決定事業者」という。）は、補助事業の内容を変更し、又は中止し、若

しくは廃止しようとするときは、介護施設等整備事業費補助金（変更、

中止、廃止）承認申請書（様式第３）に市長が必要と認める書類を添え

て提出し、市長の指示を受けなければならない。 

  （実績報告） 

第１０条 交付決定事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに当該

補助事業の成果又は結果についての状況を示す介護施設等整備事業費補

助金実績報告書（様式第４。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 



 

(1) 事業実績報告書（別紙１） 

(2) 積算額算出内訳書（別紙２） 

(3) 収支決算書（別紙３） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の実績報告書は、事業の完了の日から起算して２０日を経過した

日又は当該年度末のいずれか早い日までに市長に提出しなければならな

い。 

３ 介護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導

入支援事業を実施する交付決定事業者は、第 1 項の実績報告書の提出に

併せて、介護ロボット・ＩＣＴの導入効果を市長に報告しなければなら

ない。この場合において、当該導入効果の報告については、介護ロボッ

ト導入支援事業にあっては令和３年３月４日付け老高発０３０４第１

号・老認発０３０４第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長・認知症施

策・地域介護推進課長通知「地域医療介護総合確保基金（介護従事者の

確保に関する事業）における「管理者等に対する雇用管理改善方策普及・

促進事業」の実施の一部改正について」の別紙１を、ＩＣＴ導入支援事

業にあっては同通知の別紙２を準用する。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、実績報告書の提出があった場合は、当該報告書に係る

書類を審査し、及び必要に応じて現地調査を行うことにより、当該補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合す

るかどうかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額

を決定し、介護施設等整備事業費補助金交付額確定通知書（様式第５）

により当該交付決定事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 交付決定事業者は、前条の通知があったときは、介護施設等整

備事業費補助金交付請求書（様式第６。以下「請求書」という。）を市長

に提出することにより補助金を請求するものとする。 

（補助金の交付） 

第１３条 市長は、請求書が提出された場合に補助金を交付するものとす

る。 

  （交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、交付決定事業者が次の各号のいずれかに該当する場合



 

は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を当該補助事業以外の用途に使用したとき。 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 補助事業を市長の承認を受けずに変更し、中止し、又は廃止したと

き。 

(5) 不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(6) 補助事業の支出に係る決算額がその予算額を下回ったとき。 

(7) その他市長が補助金の交付決定の取消しが妥当と認めたとき。 

  （補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合

において、既に補助金を交付しているときは、介護施設等整備事業費補

助金返還通知書（様式第７）により期限を定めて当該取消部分に係る補

助金の返還を請求することができる。 

２ 前項の規定により市長が補助金の返還を請求したことにより交付決定

事業者が生じた損害等については、市は、一切その責を負わないものと

する。 

（雑則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

るものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年１１月２８日から施行し、令和元年１０月１日よ

り適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１２月１８日から施行し、令和２年１０月１日よ

り適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年９月３０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

別表第１（第５条関係） 

補助対象事業者 補助基準単価 単位 対象経費 

１ 介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築

時）に必要な経費 

介護施設等の

円滑な開所や既

存施設の増床の

際に必要な需用

費、使用料及び賃

借料、備品購入費

（備品設置に伴

う工事請負費を

含む。）、報酬、給

料、職員手当等、

共済費、賃金、旅

費、役務費又は委

託料。 

ただし、施設開

所後に発生する

経費（クラウド利

用料、リース料、

その他保証料等）

については、導入

時に設備等の経

費と併せて支払

った場合でも、対

象経費として認

められない。 

(1) 訪問看護ステーション

（大規模化又はサテライ

ト型事業所の設置） 

４，２００千円 施設数 

(2) 定員２９人以下の地域密着型施設等 

 地域密着型特別養護老

人ホーム及び併設され

るショートステイ用居

室 

８３９千円 定員数 

小規模介護老人保健施

設 

８３９千円 定員数 

小規模介護医療院 ８３９千円 定員数 

小規模ケアハウス（特

定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

８３９千円 定員数 

認知症高齢者グループ

ホーム 

８３９千円 定員数 

小規模多機能型居宅介

護事業所 

８３９千円 宿 泊 定

員数 

看護小規模多機能型居

宅介護事業所 

８３９千円 宿 泊 定

員数 

小規模な介護付きホー

ム（有料老人ホーム又

はサービス付き高齢者

向け住宅であって、特

定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

８３９千円 定員数 

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所 

１４，０００千円 施設数 

都市型軽費老人ホーム ４２０千円 定員数 

小規模養護老人ホーム ４２０千円 定員数 

施設内保育施設 ４，２００ 千円 施設数 

２ 介護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロ

ボット・ＩＣＴの導入に必要な経費 

介護施設等の

大規模修繕の際

に併せて行う、介

護ロボット・ＩＣ

Ｔの導入に必要

(1) 定員３０人以上の広域型施設等 

 特別養護老人ホーム及

び併設されるショート

４２０千円 定員数 



 

ステイ用居室 な経費（令和２年

４月１４日老高

発０４１４第１

号・老振発０４１

４第１号厚生労

働省老健局高齢

者支援課長・振興

課長通知「地域医

療介護総合確保

基金（介護従事者

の確保に関する

事業）における

「管理者等に対

する雇用管理改

善方策普及・促進

事業」の実施につ

いて」の別紙１・

別紙２を準用す

る。） 

介護老人保健施設 ４２０千円 定員数 

介護医療院 ４２０千円 定員数 

ケアハウス（特定施設

入居者生活介護の指定

を受けるもの） 

４２０千円 定員数 

養護老人ホーム ４２０千円 定員数 

介護付きホーム（有料

老人ホーム又はサービ

ス付き高齢者向け住宅

であって、特定施設入

居者生活介護の指定を

受けるもの） 

４２０千円 定員数 

(2) 定員２９人以下の地域密着型施設等 

 地域密着型特別養護老

人ホーム及び併設され

るショートステイ用居

室 

４２０千円 定員数 

小規模介護老人保健施

設 

４２０千円 定員数 

小規模介護医療院 ４２０千円 定員数 

小規模ケアハウス（特

定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

４２０千円 定員数 

認知症高齢者グループ

ホーム 

４２０千円 定員数 

小規模多機能型居宅介

護事業所 

４２０千円 宿 泊 定

員数 

看護小規模多機能型居

宅介護事業所 

４２０千円 宿 泊 定

員数 

小規模な介護付きホー

ム（有料老人ホーム又

はサービス付き高齢者

向け住宅であって、特

定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

４２０千円 定員数 

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所 

７，０００千円 施設数 

都市型軽費老人ホーム ２１０千円 定員数 

小規模養護老人ホーム ２１０千円 定員数 



 

施設内保育施設 ２，１００千円 施設数 



 

別表第２（第５条関係） 

補助対象事業 補助基準単価 単位 対象経費 

１ 介護施設等における

簡易陰圧装置の設置に

係る経費支援事業 

４，３２０千円 台数 簡 易 陰 圧 装 置

を設置するため

に必要な備品購

入費、工事費又は

工事請負費。 

ただし、別の補

助金等において

別途補助対象と

する費用を除き、

工事費又は工事

請負費と同等と

認められる委託

費及び分担金及

び適当と認めら

れる購入費等を

含む。 

２ 介護施設等における新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に係る経費支

援事業 

感染拡大防止の

ためのゾーニン

グ環境等を整備

するために必要

な備品購入費、工

事費又は工事請

負費。 

ただし、別の補

助金等において

別途補助対象と

する費用を除き、

工事費又は工事

請負費と同等と

認められる委託

費及び分担金及

び適当と認めら

れる購入費等を

含む。 

 (1) ユニット型施設の

各ユニットへの玄関

室設置によるゾーニ

ング経費支援事業 

１，０００千円 １か所 

(2) 従来型個室・多床

室のゾーニング経費

支援事業 

６，０００千円 １か所 

(3) 家族面会室の整備

等経費支援 

３，５００千円 施設・

事業所

数  

 



 

様式第１（第６条関係） 

 

                                               年  月  日 

 

岩 倉 市 長  殿 

 

               申請者 住 所 

法人名 

                   氏 名           

 

 

介護施設等整備事業費補助金交付申請書 

 

年度岩倉市介護施設等整備事業費補助金の交付を受けたいので、

岩倉市介護施設等整備事業費補助金交付要綱第６条に基づき、関係書類を

添えて申請します。 

 

                 記 

 

１ 申請額   金         円 

 

２ 添付書類 

（１） 事業計画書    別紙１のとおり 

（２） 申請額算出内訳書 別紙２のとおり 

（３） 収支予算書    別紙３のとおり 

（４） 対象経費の実支出（見込）額を明らかにする書類（見積書、契約

書、給与台帳等） 

（５） その他参考となる書類 



 

別紙１（様式第１関係） 

 

事  業  計  画  書 

 

 

１ 施設の名称及び所在地 

 

 

 

 

２ 事業の目的 

 

 

 

 

３ 事業の内容 

 

 

 

 

４ 施設開設等計画 

（１）施設開設等（予定）年月日 

        年  月  日 

 

（２）着工等（予定）年月日（当該施設等の開設準備等に必要となる期

間の開始日を記載） 

        年  月  日 

 

（３）完了（予定）年月日（当該施設等の開設準備等に必要となる期間

の完了日を記載） 

        年  月  日 



 

別紙２（様式第１関係） 

 

申 請 額 算 出 内 訳 書 

 

（単位：円） 

施設等

の名称 

総 事 業

費 

 

 

A 

対 象 経

費 の 実

支出(見

込)額 

B 

寄 付 金

そ の 他

の収入 

 

C 

差引額 

 

 

 

D=(B-C) 

補助基準額 補助金 

所要額 

 

 

H 

定員 

 

 

E 

補 助 基

準単価 

 

F 

 

補 助 基

準額 

 

G=(E ×

F) 

 

 

 

 

 

        

 
（注） 

・定員（E）は、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型
居宅介護事業所については宿泊定員数を、定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所及び施設内保育施設については施設数を記載するこ
と（介護施設等の施設開設準備経費支援事業又は介護施設等の大規模
修繕の際に併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援事業の場合に
限る。）。また、介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止
対策支援事業の場合は、「定員」を「単位」と読み替えて、岩倉市介
護施設等整備事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）別表第
２の単位欄に定める数を記載すること。 

・補助基準単価（F）は、介護施設等の施設開設準備経費支援事業又は介
護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入
支援事業の場合にあっては要綱別表第１に定める補助基準単価を、介
護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業の
場合にあっては要綱別表第２に定める補助基準単価を記載すること。 

・補助金所要額（H）は、D 欄と G 欄を比較して、低い方の額を記載する
こと。（千円未満切捨て） 



 

別紙３（様式第１関係） 

  

           収  支  予  算  書 

１ 収入の部 

区  分 予算額（円） 積 算 の 内 訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計   

（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。 

 

２ 支出の部 

区  分 予算額（円） 積 算 の 内 訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計   

（注）補助対象経費として支出（見込）の科目ごとに記載すること。 



 

様式第２（第７条関係) 

 

第     号 

 年  月  日 

 

           様 

 

                  岩倉市長         印 

 

 

介護施設等整備事業費補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付けで申請のあった  年度岩倉市介護施設

等整備事業費補助金については、岩倉市介護施設等整備事業費補助金交付

要綱第７条に基づき、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定金額   金             円 

 

２ 交付条件 



 

様式第３（第９条関係） 

 

                                                年  月  日 

 

岩 倉 市 長  殿 

 

               申請者 住 所 

法人名 

                   氏 名           

 

 

介護施設等整備事業費補助金（変更、中止、廃止）承認申請書 

 

年  月  日付け、   第  号で交付決定のありました  

年度岩倉市介護施設等整備事業費補助金について、岩倉市介護施設等整備

事業費補助金交付要綱第９条に基づき、下記のとおり（変更、中止、廃止）

したいので申請します。 

 

記 

 

１ 交付決定年月日    

 

２ 交付決定通知書文書番号 

 

３ 変更、中止、廃止の理由 

 

４ 変更、中止、廃止の年月日 

 

５ 変更、中止、廃止の経費配分等 



 

様式第４（第１０条関係） 

 

                                                年  月  日 

 

岩 倉 市 長  殿 

 

               申請者 住 所 

法人名 

                   氏 名           

 

 

介護施設等整備事業費補助金実績報告書 

 

   年  月  日付け   第   号で交付決定を受けた   年

度岩倉市介護施設等整備事業費補助金に係る事業が完了しましたので、岩

倉市介護施設等整備事業費補助金交付要綱第１０条に基づき、下記のとお

り報告します。 

    

                 記 

 

１ 交付決定金額   金          円 

 

２ 添付書類 

(１) 事業実績報告書  別紙１のとおり 

(２) 積算額算出内訳書 別紙２のとおり 

(３) 収支決算書    別紙３のとおり 

(４) 対象経費の実支出（見込）額を明らかにする書類（見積書、契約書、

給与台帳等） 

(５) その他参考となる書類 

 

（注）（４）、（５）の書類について、既に申請等に添付し提出した書類で

変更のない場合は添付不要です。 



 

別紙１（様式第４関係） 

 

事 業 実 績 報 告 書 

 

 

１ 施設の名称及び所在地 

 

 

 

 

２ 事業の結果 

 

 

 

 

３ 事業の内容 

 

 

 

 

４ 施設開設等計画 

（１）施設開設等年月日 

        年  月  日 

 

（２）着工等年月日（当該施設等の開設準備等に必要となる期間の開始

日を記載） 

        年  月  日 

 

（３）完了年月日（当該施設等の開設準備等に必要となる期間の完了日

を記載） 

        年  月  日 



 

別紙２（様式第４関係） 

 

積 算 額 算 出 内 訳 書 

 

（単位：円） 

施 設 等

の名称 

総 事 業

費 

 

A 

対 象 経

費 の 実

支出額 

B 

寄 付 金

の 他 の

収入 

C 

差引額 

 

 

D=(B-C) 

補助基準額 補 助 金

所要額 

 

H 

定員 

 

E 

補 助 基

準単価 

F 

補 助 基

準額 

G=(E ×

F) 

 

 

 

 

 

        

 
（注） 

・定員（E）は、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型
居宅介護事業所については宿泊定員数を、定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所及び施設内保育施設については施設数を記載するこ
と（介護施設等の施設開設準備経費支援事業又は介護施設等の大規模
修繕の際に併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援事業の場合に
限る。）。また、介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止
対策支援事業の場合は、「定員」を「単位」と読み替えて、岩倉市介
護施設等整備事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）別表第
２の単位欄に定める数を記載すること。 

・補助基準単価（F）は、介護施設等の施設開設準備経費支援事業又は介
護施設等の大規模修繕の際に併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入
支援事業の場合にあっては要綱別表第１に定める補助基準単価を、介
護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業の
場合にあっては要綱別表第２に定める補助基準単価を記載すること。 

・補助金所要額（H）は、D 欄と G 欄を比較して、低い方の額を記載する
こと。（千円未満切捨て） 



 

別紙３（様式第４関係） 

                       

収  支  決  算  書 

１ 収入の部 

区  分 決算額（円） 積 算 の 内 訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計   

（注）補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。 

 

２ 支出の部 

区  分 決算額（円） 積 算 の 内 訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計   

（注）補助対象経費として支出した科目ごとに記載すること。 



 

様式第５（第１１条関係) 

 

第     号 

 年  月  日 

 

             様 

 

                  岩倉市長         印 

 

 

介護施設等整備事業費補助金交付額確定通知書 

 

   年  月  日付けで実績報告のあった  年度岩倉市介護

施設等整備事業費補助金については、岩倉市介護施設等整備事業費補助金

交付要綱第１１条に基づき、下記のとおり補助金の額を確定したので通知

します。 

 

記 

 

１ 交付決定年月日 

 

２ 交付決定通知書文書番号 

 

３ 交付決定金額   金             円 

 

４ 補助金所要額 

 

５ 交付確定金額   金             円 



 

様式第６（第１２条関係） 

 

                                                年  月  日 

 

岩 倉 市 長  殿 

 

               申請者 住 所 

法人名 

                   氏 名           

 

 

介護施設等整備事業費補助金交付請求書 

 

   年  月  日付け   第   号で確定通知のありました   

年度岩倉市介護施設等整備事業費補助金を交付されるよう、岩倉市介護施

設等整備事業費補助金交付要綱第１２条に基づき、下記のとおり請求しま

す。 

    

記 

 

請求金額   金          円 



 

様式第７（第１５条関係) 

 

第     号 

 年  月  日 

 

             様 

 

                  岩倉市長         印 

 

 

介護施設等整備事業費補助金返還通知書 

 

岩倉市介護施設等整備事業費補助金交付要綱第１５条の規定により、下

記のとおり補助金の返還を請求します。 

 

記 

 

１ 返還額  

 

２ 返還理由 

 

３ 返還期日 

 

４ 返還方法 

 

５ 交付年月日 

 

６ 補助年度 

 

７ 交付金額 


